トヨタの労使関係の現状と問題点 by 猿田 正機
はじめに
本稿は, 昨年 11 月 1 日に金城学院大学で行












 トヨタ労使関係の略史 (後掲, 図表 1)
トヨタの経営者はよく ｢50 年争議の教訓｣






必ず整理する｣ があった｡ その時すでに, トヨ


















労) が解散を決議するが, トヨタでも同年, 組
合内 ｢会社派｣ 勢力が組合役員選挙で執行部を
掌握する｡ そして 55 年に ｢全自労トヨタコロ
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ヨタ自動車 50 年史』 では, ｢これも労働組合が




















1946 年 7月 25 日 ｢労働協約改正調印｣ とあり,
そこで既に ｢従業員は原則として組合員である
こと｣ などの記述がみられる｡ また, 杉山直氏
によると 1950 年 7 月 1 日の ｢暫定基本労働協
約｣ にも ｢会社の従業員は分会員でなければな
らない｣ (第 4 条), また ｢規約によって分会に
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なろう｣｡ このような ｢人間性尊重｣ と ｢継続











り, その体系は ｢職場教育｣ を中心とし, これ













まとめられている｡  ｢考える人間｣ づくり,
 ｢根性と実行力のある人間｣ づくり,  ｢企
業人意識｣ の醸成＝ ｢自分の会社意識｣ の醸成｡










ているのである｡ その実践手段の一つに ｢5 回
のなぜ｣ (5Why) の徹底指導がある｡ トヨタ
ではある問題が発生したとき, ｢なぜそうなっ
たか｣ を 5回繰り返して真の原因を追究するこ








































る｡ 以上からもトヨタの経営者が 50 年の大争
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｢技能の向上｣ である｡ これは, リリーフ機能
を果たすために, 班内 (組内) の作業をすべて
マスターしなさいということである｡ 誰か休ん
でも, それで仕事が進まないということではい
けない｡ 具体的には, 班長が, 休んだ人の替わ
りにすぐそこに入って仕事をする, そういう意
味である｡ 第 3 が, ｢問題解決能力の向上｣ で
ある｡ 職場に問題が発生した場合に, その問題
をすぐに解決できるような考え方を身につけな
さいということである｡ とりわけ, QC 手法を
用いて問題を解決しなさいということを強調し
ている｡













では, トヨタが ｢特別訓練｣ に期待する教育
効果は何か｡ 第 1に重要なのは, このような職
















言った｡ 逆に, ｢3000 時間働いているけど何が
悪いのですか｣ と言う人もいる｡ いわゆる ｢ト
ヨタマン｣ の完成である｡



















た労働者ということだが, ｢T 字型人材｣ とか
｢プロ人材｣, ｢L 字型人材｣ とか様々な言い方













 モラール (士気) 管理と動機づけ
管理
トヨタのブルーカラーの ｢動機づけ管理｣ の
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 トヨタウェイと労使関係






















用の安定, 労働条件の維持・改善｣ → ｢従業員
(生活の安定・向上と自己成長)｣ → ｢会社諸施
策への協力｣ → ｢会社 (会社の繁栄)｣ → ｢雇
用の安定, 労働条件の維持・改善｣, というサ









端は, 年 3回行われる ｢労使懇談会｣ にみるこ






強調, さらには ｢『一人ひとりが, どう能力を
向上させ, 従来以上に高い付加価値を生み出し
ていくか』 という観点から議論｣ すべきなどで






この点について, 杉山直氏は 1990 年前後ト




えで, 杉山直氏は ｢話し合い｣ 制度の性格につ
いて次のように指摘している｡ トヨタ労組は,
｢トヨタの提案に対する判断基準をもたないま







要性だけで, それが実施され｣ ており, ｢組合









働時間の長さ｣ と, ｢仕事量の多さ｣ を挙げる



















































 いわゆる ｢管理教育｣ とトヨタの
労使関係
愛知の新設公立高校・東郷高校が発祥の地と

















下の ｢複合選抜入試制度｣ である｡ この制度の
導入によって受験競争は一層激化し, ｢複数受
験｣ と ｢輪切り入試｣ は学校間格差の拡大・
｢序列化｣ を著しく進めた｡ また, 推薦入試も
含めた受験期間の長期化・強制的な志願調整に
より, 生徒も親も教師も大変な苦痛を強いられ








り変化はみられない｡ たとえば, 昨年, ある大
学生は筆者の著書の管理教育の部分を読んで,
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ということで, 毎日の ｢予習｣ ｢復習｣ の徹底







きた 5 月頃, 『学習講座』 の用紙が生徒全員に
配られた｡ これは通常の授業の時間の他に 1限
の授業の前の 0限 (7：50～8：40) に実施する











































｢勉強漬け｣ になるという｡ 7限 (15：35～16：
25) に ｢学習講座｣ が追加される｡ ただし,
｢学習講座は 1 日 1 回なので, 7 時限に行う日
は 0時限には行わないことになっている｣ とい
う｡
｢自習室｣ も始まる｡ この ｢自習室｣ は希望
制であるが, 特別の理由をもつ者以外の生徒の
ほとんどが参加したという｡ ｢『自習室』 は 7限











のを 2 泊 3 日で行ったりした｣｡ この学生の場
合には, この合宿が夏休みに行った唯一の旅行
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者は居残り学習｡ そして, 提出が絶対で, 忘れ
ると放課後に書かされる｡
夏休みは 『三河地区 1位の量』 と先生が仰っ
ていた通り, すごい量の課題が出される｡ それ
に加えて, お盆以外は毎日課外がある (3 年生
は終日) ので, 遊ぶ暇は殆どない｡ また, 全て
を提出するまで, 毎日放課後に残されるので,
免れる事が絶対に出来ない｣｡ この学校にも豊
田高校でみたような ｢朝課外｣ ｢土曜課外｣ ｢7
限｣ や ｢自習｣ があった｡ この自習は, ｢7 限







また, ｢校則｣ の項には, 例えば次のように
書かれている｡ ｢3 ケ月に 1 度は全身のチェッ












































点を挙げると次のようである｡ 第 1は, 受験競
争に代表される差別・選別の ｢能力主義的｣ な
競争である｡ これが ｢管理教育の質｣ を規定す
る｡ 第 2 は, ｢管理教育｣ による自由時間の喪
失 (量的側面) である｡ 0 時限 7 時限や部活さ
らには塾などで子どもの自由な時間は極端に制
限されている｡ 第 3 に, ｢管理教育｣ とフレキ
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の結果であり, 家庭生活の ｢空洞化｣ を招くも
とともなっている｡
具体的な類似の管理手法としては校歌・君が







を貫く管理の支柱は ｢学力｣ ｢能力｣ という一
元的価値観に基づく差別・選別的な人事考課・


























































人ほど抱えていた期間従業員を 09 年 9 月頃に
は 1300 人へと大幅に削減した｡ トヨタや関連
下請企業は ｢中国に負けるな｣ とばかりに, 期
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え, 豊田公共職業安定署管内の 2009 年 8 月の
有効求人倍率は 0.30 と極めて低くなっている｡
過去最低だった 5 月の 0.25 からやや持ち直し




































室へ訪れてきた｡ 1992 年 8 月 27 日に起こった











タマン｣ であった｡ QC 活動などで多くの賞を
もらっていた｡ この事件について, 私がトヨタ
労働者による殺人事件と事前に気がつかなかっ
たのは, 新聞は ｢豊田の夫, 会社員を逮捕｣ と
トヨタの労使関係の現状と問題点













次は, ｢過労自殺｣ 裁判である｡ この裁判は
結審まで長い時間がかかった｡ 1988 年 8 月 26
日に, 家族を愛していた若き 35 歳のトヨタマ
ンが自ら命を絶った｡ その当時は, シャシー設











これ以外にはない｡ 2002 年 2 月 9 日, 堤工場























ている｡ この裁判も 2008 年 10 月, 名古屋地裁
はトヨタとデンソーの ｢安全配慮義務違反｣ を
認める判決を下し結審した｡ (猿田編著, 0903)｡




島) の退職後の ｢自殺｣ や関連企業・関東自動
車の派遣労働者による秋葉原無差別殺人事件な
ども忘れ難い事件である｡
このような中で注目すべきは, 2006 年 1 月 2
日に ｢カムリ｣ のハイブリッドの開発責任者が
｢過労死｣ した事件である｡ これは, 2008 年 6




とも影響して, たとえば, 警察庁の ｢自殺統計
原簿｣ をもとにした東大大学院の澤田康幸氏の
整理によると, 豊田警察署管内の ｢被雇用者｣
(93 人) や ｢管理者｣ (5 人) ｢無職｣ (139 人)
｢学生生徒｣ (11 人) の自殺者数はすべて全国 1
位である｡ また岡崎警察署管内が ｢管理者｣ (5
人) の自殺が豊田と同数の全国 1 位で, ｢被雇
用者｣ (67 人) と ｢学生生徒｣ (9 人) が 2 位,
｢自営業者｣ (18 人) が全国 3 位, ｢無職｣ (101












る｡ (図表 2) からも明らかなように, 年明け
以降, 中村区役所に連日 100 人を超える相談者
が押し寄せていた｡ この数は, 08 年 4 月～12
月の相談者の平均 (26.6 人) の約 4 倍という
異常な事態である｡ 相談者の過半数は名古屋市
外からの流入者であり, しかも, 増加傾向がみ
られる｡ ｢派遣切り｣ で来ている人では, 実に






もいる｡ 厚労省の発表では, 08 年 10 月から 09
年 3 月までに職を失う非正社員は全国で
124,802 人に上る見込みと報道された｡ なかで










昨年 (2008 年) 12 月に派遣を中途解約された｣｡







課によると, 2009 年初めに 1 日 100 件を超え
ていた相談は, 7～8 月に 40 件台まで下がり,
















ているという｡ 所得格差は大きく, 4 人に 1 人
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図表 2 年明け以降の, 中村区役所における ｢住居のない方｣ の相談状況 (2009 年)
区分 1月 5日 6日 7日 8日 9日 13 日 14 日 15 日
相談者数 86 107 121 78 100 131 107 100
区分 1月 16 日 19 日 20 日 21 日 22 日 合計
相談者数 98 99 113 100 103 1,343
(注) 名古屋市中区役所資料による｡
(注) 新聞あかはた 2009 年 9 月 30 日付｡
※区役所が休みの土日祝日は休み












調査によると, 市の 2009 年 1～9 月の生活保護
の申請件数は累計で 545 件｡ 昨年同期の 136 件
のほぼ 4 倍に達した｡ その結果, 1 月に 955 世
帯だった市の生活保護世帯は, 9 月には 1,260
世帯にまで増えている｡
好況期の 2004 年度でも市営住宅の入居待ち
が 300 世帯, 特別養護老人ホームの入居待ちが
300 人もいて, 日本一豊かな財政を誇ってきた
自治体の市民生活としては決して豊かとはいえ












































結成して 2 カ月後の 3 月 22 日から, まずト
ヨタとの間で第一回の団体交渉が開かれ, その
後, 関連企業の団体交渉が続いた｡ こうしたな
かで, トヨタ労組は 6 月 28 日に臨時大会を開









































































う｡ 加えて, ③再雇用によって, かつての ｢経















う｡ 全トや JMIU, NPO ラテン・アメリカセ
ンターなど様々な組織が外国人労働者の組織化
や生活を守るために活動している｡













は本稿では省略するが, その後 ｢ATU (全ト









協同組合 (受入団体)｣ 争議), ユニオンみえ
(700 人) などで争議の相互支援も始まってい






















民主党の政策への ｢懸念｣ を連発している｡ ト
ヨタ出身の直嶋正行氏は, トヨタ自販→自動車
総連, 民社党→民主党という経歴を経て鳩山内
閣・経済産業大臣に就任している｡ CO2 の 25
％削減問題などでどういう態度をとるのか注目





おり, 奥田碩元経団連会長 (トヨタ会長) も取
締として留任している｡
注
 杉山直 ｢1950 年争議後に締結されたトヨタの
暫定労働協約｣ 『中京経営紀要 第 6 号』 2006
年 2 月｡
 大木一訓／愛知労働問題研究会編 『大企業労
働組合の役員選挙』 大月書店, 1986 年｡
 加藤寛夫 (人事部), 赤尾敬 (教育部) ｢若さ
を保つ人事政策｣ 『TOYOTA MANAGEMENT』
1976 年 4 月号, 12 ページ｡
 『創造と実践―とよたにおける能力開発―』 ト
ヨタ自工, 3 ページ｡
 『TOYOTA MANAGEMENT』 1981 年 9 月
号, 47 ページ｡
 トヨタ労働者からのヒアリングなどによる｡
 奥田碩 ｢経営者よ, クビ切りするなら切腹せ
よ｣ 『文芸春秋』 1999 年 10 月, 所収｡
 願興寺皓之氏の 『トヨタ労使マネジメントの
輸出』 ミルネルヴァ書房, 2005 年, 87 ページ｡
	 杉山直 ｢トヨタにおける労使協議制度｣ 『トヨ
タの労使関係』 税務経理協会, 2009 年, 58 ペー
ジ｡

 同上, 59 ページ｡
 『はあい』 トヨタ労働組合, 1990 年 9 月 5 日｡
 水野雄介 ｢豊田高校の教育｣ (『所報 第 148
号』 愛知労働問題研究所, 2009 年 11 月 15 日,
7～9 ページ｡
 ｢しんぶん赤旗｣ 2009 年 10 月 23 日付｡
 猿田編著 0804, 186 ページ｡
 猿田編著 0804, 189 ページ｡
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図表 1 トヨタ労使関係略史
1937 年 トヨタ自動車工業設立
38 年 挙母工場 (現・本社工場) 操業開始
46 年 労働組合結成総会 (1 月)
48 年 労働組合の名称を ｢全日本自動車産業労働
組合コロモ分会｣ へ変更
50 年 経営危機／労働争議・人員整理, トヨタ自
動車販売設立
51 年 暫定基本協約の有効期間の 1 か月延長調印
(6 月 30 日)
51 年 7 月 30 日～1974 年 2 月：無協約時代
54 年 全日本自動車産業労働組合解散
55 年 全自動車コロモ分会から ｢トヨタ自動車労
働組合｣ へ名称変更
59 年 元町工場操業開始




73 年 石油ショック (鎌田 慧 『自動車絶望工場』
徳間書店)
78 年 (大野耐一 『トヨタ生産方式』
ダイヤモンド社)
79 年 田原工場操業開始
82 年 工販合併, 社名を ｢トヨタ自動車｣ に
84 年 米GMとの合弁会社 ｢NUMMI｣ 操業開始
85 年 ブラザ合意 (G5), 派遣法制定
87 年 全日本民間労働組合連合会 (連合) の結成
(11 月)
88 年 米ケンタッキー工場操業開始, カナダ工場
操業開始
89 年 第 43 回臨時大会 ｢中長期活動指針｣, 春闘
を ｢ゆめW｣ に呼称変更
90 年前後 バブル景気, ｢人手不足｣, 3K職場
92 年 イギリス工場操業開始, トヨタ北海道・ト
ヨタ九州操業開始
94年 豊田章一郎 (旧) 経団連会長就任 (～98年)
96 年 派遣法・対象業務を拡大 (16→26 業務へ)
98 年 米インディアナ工場操業開始, トヨタ東北
操業開始
99 年 派遣法・原則自由化, (日産とルノーが資
本提携)
2000 年 中国・四川工場操業開始
01 年 フランス工場操業開始, 小泉内閣成立
02 年 奥田碩 (トヨタ会長) 経団連会長就任
(～06 年)
02 年 ベアゼロ回答, 中国・天津一汽トヨタ生産
開始
03 年 製造業務への派遣解禁 (上限 1年)
04 年 トヨタ, 派遣労働者採用開始
05 年 中国長春工場でプリウス生産開始
06 年 中国・広州合弁工場操業開始
07 年 製造業務への派遣 (上限 3年へ)
08 年 金融危機, ｢トヨタ・ショック｣, 年越し派
遣村
08 年 契約期間 1 年以上の期間従業員の組合員化
(4 月)
09 年 鳩山・民主党連立内閣成立
【関係文献・資料】(年代順, 1973 年～2009 年)
7312 鎌田 慧 『自動車絶望工場―ある季節工の日
記―』 徳間書店
7802 青木 慧 『トヨタその実像』 汐文社
7805 大野耐一 『トヨタ生産方式』 ダイヤモンド社
8502 小山陽一編 『巨大企業体制と労働者―トヨタ
の事例―』 御茶の水書房

















9507 猿田正機 『トヨタシステムと労務管理』 税務
経理協会
9705 石田光男他 『日本のリーン生産方式』 中央経
済社, 1997 年 5 月





















0511 伊藤欽次 『あなたの知らないトヨタ』 学習の
友社
0602 杉山 直 ｢1950 年争議後に締結されたトヨタ
の暫定労働協約｣ (『中京経営紀要 第 6 号』
2006 年 2 月)
0606 横田 一・佐高 信 『トヨタの正体』 金曜日







2009 年 3 月




0906 猿田正機 ｢トヨタと地域社会｣ (『東海社会学
会年報 第 1号』)
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